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はじめに
介護保険制度の実施とともに, それまでほとんど実態のなかったケアマネジメントが開始され




厚生労働省老健局長設置による高齢者介護研究会の報告書 (2003 年) では, 介護支援専門員
の資質の向上が求められた. 報告書には, カンファレンスの開催やサービス担当者会議が十分に
行われていないこと, 適時適切な教育研修の必要性が述べられている1). しかしながら, わが国
においては, いまだケアマネジメントの活動実績が乏しい. そのため, ケアマネジメントについ
ての具体像が語りにくく, また人材育成についても適切なプログラムが提案されていない.
これまでに介護支援専門員を対象とする研修は数多く実施されており, 先行研究では介護支援




議の運営方法｣, ｢モニタリングや評価の方法｣, ｢社会資源の開発｣ といった内容を含む研修プロ
グラムの確立が求められると述べている3). しかし, ケアマネジメントに必要な技術に添って研
修プログラムを計画し, 研修後の効果や課題を報告した研究は少数しかみられなかった4-6). 北川
氏らは講義やグループワークなど 4日間の研修プログラムを組み立て, その効果として, ｢ニー
ズアセスメントへの努力｣ と ｢利用者のニーズ中心の支援の実施｣ を明らかにし, 支援者との関
係性の向上や地域づくりの効果を確認している6).





























ない. 会場設営は, 会の進行が演習型であることを考慮し, 会の進行を行うファシリテーターを
囲む半円型にイスを配置し, ファシリテーターの横にホワイトボードを設定する. 事例検討会は
概ね 1時間 45 分～2時間 00 分で開催する.









調査対象は, 本研究で用いる事例検討会形式で実施した次の 4回の研修会の参加者である. 調
査実施期間は表 1のとおりである.
 調査方法





ため, 2 回の事例検討会で参加の少なかった職種 (福祉職等) を対象とした大阪の障害ケアマネ
ジメント従事者対象の事例検討会にて調査を 1回実施した.















2004 年 6 月 日本福祉大学ケアマネジメント技術研究会事例検討会 研修Ⅰ
｢本人・夫婦の今後が息子の状況により影響されるケース｣
2004 年 9 月 日本福祉大学ケアマネジメント技術研究会事例検討会 研修Ⅱ
｢介護者がなく, 本人が死にたいというケース｣
2004 年 8 月 大阪 障害者ケアマネジメントスキルアップ研修会 研修Ⅲ
｢休職中だが職場に通っている精神障害者のケース｣
2004 年 7 月 日本福祉大学夏季大学分科会 (事例検討会) スーパーバイザー
スーパーバイザー研修会 研修Ⅳ
 研修効果評価項目の設定
研修効果評価項目は, 次の 4つ資料をもとに 5つのステップから設定した.
資料は①日本福祉大学ケアマネジメント技術研究会 (野中) の作成したケースマネジメント技
術の作業指標 (Work Index), ②平成 15 年度ケアマネジメント技術研究会研修後アンケート結




(技術) が分かっており, 分かっていないのかを明らかにするため, 日本福祉大学ケアマネジメ
ント技術研究会 (野中) の作成したケースマネジメント技術の作業指標を用いて, 介護支援専門
員に自己評価してもらい比較した.
比較から次の 11 項目を選定した. 選定した理由は, ｢分っている (知的理解) が (実行) でき
ていないもの｣, ｢分かっている (知的理解) とできている (実行) の評価に差があるもの｣, ｢分っ
ている (知的理解) とできている (実行) のいずれもできていないもの｣ である.
〈ステップ 2〉
平成 15 年度ケアマネジメント技術研究会研修 (事例検討会) に参加した介護専門員を対象に
実施したアンケート結果 ｢研修会に参加して何を学んだか｣ の回答から, 次の 9項目をカテゴリー
化した.
〈ステップ 3〉
〈ステップ 2〉で用いたアンケート結果において 9 項目に属する回答をした介護支援専門員の
中で, 調査の主旨に同意の得られた 5名 (調査時 2004 年 4 月 5 日 20：00～20：30 連絡が図れた
者) に対しヒアリング調査を実施した.
ヒアリング内容は, ①基本属性 介護支援専門員実務年数, 基本職種, 基本職種実務年数,
担当利用者数, ②事例検討会の何が良かったか, ③研修後, 支援において効果があったこと, ④
現在, 困っていることである.
〈ステップ 1〉で得た介護支援専門員の実践の程度をもとに, 事例検討会で得られた効果結果
〈ステップ 2・3〉を検討し, 3つの調査仮説を設定し, そこから効果評価項目 9項目を設定した.
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・家族の相談 ・関係づくり ・インテークの包括的把握 ・インテーク会議の開催
・利用者本人との関係づくり ・関係者からの情報収集 ・ニーズ見定め
・査定会議の開催 ・プランニング ・計画会議の開催 ・スーパービジョン
・アセスメント ・問題の整理と気づき ・目標の具体化 ・問題の分割, 役割分担
・事例検討会の進行 ・連携 ・制度知識 ・制度活用方法 ・主体的参加
仮説 1 事例検討会形式による研修では, ケアマネジメントにおける情報収集方法の多様性を
学び全体像を把握するためのアセスメント技法の習得について効果が得られた.
仮説 2 事例検討会形式による研修では, ケアマネジメントにおけるサービス担当者会議の運
営方法といったケースカンファレンスの技法の習得について効果が得られた.
仮説 3 事例検討会形式による研修では, ケアマネジメントにおける利用者の意思尊重といっ
た利用者のケアへの参加促進技法の習得について効果が得られた.
〈ステップ 4〉
これらの 9項目を新津氏, 岡本氏らの先行研究4, 12, 13)を参考に文章化し, 以下 10 項目の研修効
果評価項目 (知的理解) を構成した. 項目の評価は, ｢よくわかった, 少しわかった, どちらと
もいえない, 少しわからなかった, わからなかった｣ の順に 1～5点の 5段階評価とした.
〈ステップ 5〉プレアンケート調査 妥当性の確認
作成したアンケート票 (研修評価項目) の妥当性を確認するため, 他団体の実施する事例検討
会 (参加者は別組織, 当団体のファシリテーターが実施) にて, 予備的調査を実施した. 予備的





しかし, 今回の予備的調査では次のような限界がある. ①評価の高かった 2項目は, アンケー
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1. アセスメント 2. 会議の進行方法 3. 関係作り 4. 問題の整理と気づき 5. 連携









8 . 利用者と家族, 専門家間のコミュニケーションを促進する方法が具体的にわかりまし
たか.
9 . 支援チーム間の連携方法, ネットワーク形成方法が具体的にわかりましたか.
10. 利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法がわかりましたか.
ト票の初め 2項目に構成されていた. 項目の初めに構成されることで, 評価が甘くなった傾向が
考えられる. ②調査対象者は全て同一組織の同一基礎資格 (看護職) と限られた対象である. ③
調査時には, 本アンケート以外に 2調査も実施しており, 調査後, 対象者から記載するのに疲れ




計 (平均) 結果の検討を行った. また研修に満足した要因を探るため, 研修満足度と研修効果評
価項目の相関関係について検討した. なお検定には SPSS ver12 を用いた.
Ⅱ. 調査結果
 アンケート調査の回収状況
研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの参加者 171 名からの回収数 140 名 (81.9％) のうち, 研修効果評価項目全て
に回答のあった 138 名 (有効回答率 98.6％) を本研究の対象をした. 各々のアンケート調査の
回収率は, 次の状況であった.
2004 年 6 月実施の研修会 (研修Ⅰ) では, 参加者 64 名, 回収数 52 名 (回収率 81.3％) 有効
回答 51 名 (有効回答率 98.1％) であった. 2004 年 9 月実施の研修会 (研修Ⅱ) では, 参加者 91
名, 回収数 72 名 (回収率 79.1％), 有効回答 71 名 (有効回答率 98.6％) であった. また 2004
年 8 月大阪ケアマネジメントスキルアップ研修会 (研修Ⅲ) では, 参加者 16 名, 回収数 16 名
(回収率 100.0％) 有効回答 16 名 (有効回答率 100.0％) であった.
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表 2 回答者の基本属性
調 査 年 月 日
合 計
6月調査 7月調査 9月調査
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
性 別
男 2 3.9％ 3 18.8％ 1 1.4％ 6 4.3％
女 48 94.1％ 13 81.3％ 70 98.6％ 131 94.9％
無回答 1 2.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 1 0.7％
合 計 51 100.0％ 16 100.0％ 71 100.0％ 138 100.0％
年 齢
20 代 1 2.0％ 11 68.8％ 1 1.4％ 13 9.4％
30 代 8 15.7％ 3 18.8％ 10 14.1％ 21 15.2％
40 代 28 54.9％ 1 6.3％ 37 52.1％ 66 47.8％
50 代 12 23.5％ 1 6.3％ 21 29.6％ 34 24.6％
60 代 1 2.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 1 0.7％
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無回答 1 2.0％ 0 0.0％ 2 2.8％ 3 2.2％
合 計 51 100.0％ 16 100.0％ 71 100.0％ 138 100.0％
保有資格
(複数回答)
薬剤師 1 1.5％ 0 0.0％ 0 0.0％ 1 0.6％
保健師 2 3.1％ 1 5.3％ 5 5.8％ 8 4.7％
看護師 27 41.5％ 1 5.3％ 44 51.2％ 72 42.4％
准看護師 5 7.7％ 0 0.0％ 0 0.0％ 5 2.9％
社会福祉士 7 10.8％ 1 5.3％ 9 10.5％ 17 10.0％
介護福祉士 15 23.1％ 0 0.0％ 17 19.8％ 32 18.8％
ヘルパー 6 9.2％ 4 21.1％ 9 10.5％ 19 11.2％
精神保健福祉士 0 0.0％ 12 63.2％ 0 0.0％ 12 7.1％
その他 2 3.1％ 0 0.0％ 2 2.3％ 4 2.4％





1年未満 9 17.6％ ＊ ＊ 8 11.3％ 17 13.9％
1～2 年未満 6 11.8％ ＊ ＊ 9 12.7％ 15 12.3％
2～3 年未満 8 15.7％ ＊ ＊ 8 11.3％ 16 13.1％
3～4 年未満 8 15.7％ ＊ ＊ 9 12.7％ 17 13.9％
4 年以上 17 33.3％ ＊ ＊ 36 50.7％ 53 43.4％
無回答 3 5.9％ ＊ ＊ 1 1.4％ 4 3.3％




あり 13 9.4％ 16 11.6％ 24 17.4％ 53 38.4％
なし 34 24.6％ 0 0.0％ 38 27.5％ 72 52.2％
無回答 4 2.9％ 0 0.0％ 9 6.5％ 13 9.4％




月 1回以上 18 35.3％ 10 62.5％ 16 22.5％ 44 31.9％
年 6～11 回 20 39.2％ 3 18.8％ 37 52.1％ 60 43.5％
年 1～5回 5 9.8％ 2 12.5％ 16 22.5％ 23 16.7％
年 0回 2 3.9％ 1 6.3％ 0 0.0％ 3 2.2％
無回答 6 11.8％ 0 0.0％ 2 2.8％ 8 5.8％
合 計 51 100.0％ 16 100.0％ 71 100.0％ 138 100.0％
現在の
勤務形態
常勤・専任 32 62.7％ 11 68.8％ 41 57.7％ 84 60.9％
常勤・兼任 11 21.6％ 3 18.8％ 24 33.8％ 38 27.5％
非常勤・専任 3 5.9％ 1 6.3％ 0 0.0％ 4 2.9％
非常勤・兼任 1 2.0％ 1 6.3％ 5 7.0％ 7 5.1％
無回答 4 7.8％ 0 0.0％ 1 1.4％ 5 3.6％




15 人以上 13 25.5％ 7 43.8％ 10 14.1％ 30 21.7％
15～30 人 10 19.6％ 1 6.3％ 17 23.9％ 28 20.3％
30～50 人 15 29.4％ 5 31.3％ 25 35.2％ 45 32.6％
50～70 人 9 17.6％ 1 6.3％ 12 16.9％ 22 15.9％
70 人以上 0 0.0％ 0 0.0％ 1 1.4％ 1 0.7％
無回答 4 7.8％ 2 12.5％ 6 8.5％ 12 8.7％
合 計 51 100.0％ 16 100.0％ 71 100.0％ 138 100.0％
 回答者の属性と特性
回答者の性, 年齢, 保有する資格, 勤務従事年数および給付管理利用者数を表 2に示す.
① 3 回の研修会では, 全て回答者の 8割以上が女性であった. また年齢は, 全体の 47.8％が
40 代であった.
② 回答した介護支援専門員の従事年数は 4 年以上従事する者が 43.4％と多かった. また,
参加者の 75.4％が 1年に 6回以上研修会に参加していた.
③ 参加者の 8割以上が常勤勤務であった. また介護支援専門員の担当利用者数 (給付管理数)
は 30～50 人担当が 45 人と最も多く 32.6％であった. 参加者の中で, 相談業務経験がない
者は全体の 72 人 52.2％で相談経験のある者を 1.3 倍上回った.
④ 基礎保有資格は, 看護師が 42.4％を占め, 次いで介護福祉士が 18.8％であった. このよ
うな特性の偏りをコントロールするために実施した研修Ⅲでは, 精神保健福祉士と社会福祉
士で 13 人 (68.5％), ほぼ 7割を占めた.
複数回答 170 人のうち医療系 (薬剤師・保健師・看護師・准看護師) が 86 人, 福祉系
(社会福祉士・介護福祉士・ヘルパー・精神保健福祉士) 80 人, その他 4人であった.
 研修効果評価結果
本研究で検討した研修効果項目 (知的理解) の評価は, ｢よくわかった｣ 1 点, ｢少しわかった｣
2 点, ｢どちらともいえない｣ 3 点, ｢少しわからなかった｣ 4 点, ｢わからなかった｣ 5 点の 1～5
点の 5段階評価とし, 項目毎に合計と平均値を求めた.
研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの 3つの研修を通して, 研修で効果が得られたと評価された項目は, ｢情報収
集の方法の多様性｣ (平均 1.49), ｢保健・医療・福祉面など多面的なアセスメントの方法｣ (平均
1.52), 次いで ｢支援チーム各員の役割分担・責任を明確にする方法｣ (平均 1.67) の順であった.
研修Ⅰと研修Ⅱ・Ⅲで ｢情報収集方法の多様性｣ と ｢保健・医療・福祉面など多面的にアセス
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表 3 研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの研修効果評価 (知的理解) 結果 (研修効果評価の上位 3つに＊印)
研 修 効 果 評 価 項 目
研修Ⅰ 研修Ⅱ 研修Ⅲ 合 計 標準
偏差計 計 計 計 平均
保健・医療・福祉面など多面的なアセスメント方法 75 112 23 210 ＊1.52 0.57
情報収集の方法の多様性 79 104 22 205 ＊1.49 0.56
収集した情報を系統的に整理する方法 87 126 31 244 1.77 0.71
ニーズの優先度の見定め方 88 129 30 247 1.79 0.66
社会資源や制度を熟知し活用する方法 90 145 32 267 1.93 0.73
カンファレンスの進行・運営方法 102 146 33 281 2.04 0.82
支援チーム各員の役割分担・責任を明確にする方法 80 121 28 229 ＊1.67 0.67
利用者と家族等とのコミュニケーション促進方法 92 142 31 265 1.92 0.75
具体的な支援チーム間の連携, ネットワーク形成方法 94 131 34 259 1.88 0.79
利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法 100 119 27 246 1.78 0.71
メントの方法｣ の上位 1と 2が入れ替わる結果になっていた. 研修Ⅱと研修Ⅲで ｢利用者の意思
を尊重したケアマネジメントの方法｣, 研修Ⅰでは, ｢支援チーム各員の役割分担・責任を明確に
する方法｣ が上位 3位の効果評価結果であった.
研修効果が低いと評価された項目は, ｢カンファレンスの進行・運営方法｣ (平均 2.04), ｢社
会資源や制度を熟知し活用する方法｣ (平均 1.93), そして ｢利用者と家族等とのコミュニケー
ションを促進する方法｣ (平均 1.92) の順であった. 低いと評価された項目にもばらつきがあり,
研修ⅠとⅡでは ｢カンファレンスの進行・運営方法｣, 研修Ⅲでは ｢具体的な支援チーム間の連
携, ネットワーク形成方法｣ であった.
 研修参加満足度
研修参加者に 『研修の満足度』 を尋ねたところ, ｢とても満足｣ が研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲともにほぼ 5
割を占めた.
満足度の 5段階評価とあわせて尋ねた満足した理由 (自由記述) には, ｢自分だけでは気づか
なかったアセスメント, 支援の方向性について考える機会になった｣, ｢いろんな見方や視点があ
ることがわかった｣ といった内容や ｢具体的にすすめていく手順がわかった｣, ｢具体的な援助方
法, 実践に活かせる知識を得た｣ という回答がみられた.
また ｢いろいろな人に会えてネットワークができた｣, ｢参加して元気になった｣, ｢参加者の奮
闘にエンパワーされた｣, ｢一人でがんばり過ぎないこと｣ という回答も目立った. しかしその一
方で, ｢ケアマネとして日が浅いため理解不足に終わった｣ や ｢レベルの高い研修で理解できな
い面があった｣ という回答もみられた.
次に, 研修に満足した要因をみるために研修参加満足度と研修効果評価項目の相関係数を求め
た (表 5). その結果, ｢利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法｣ (Pearson の相関係
数 0.348, p＜0.01), ｢支援チーム各員の役割分担・責任を明確にする方法｣ (r＝0.345, p＜





調 査 年 月 日
合 計






計 31 35 12 78
％ 60.8％ 49.3％ 75.0％ 56.5％
少 し 満 足
計 13 23 3 39
％ 25.5％ 32.4％ 18.8％ 28.3％
ふ つ う
計 7 13 1 21
％ 13.7％ 18.3％ 6.3％ 15.2％
合 計
計 51 71 16 138




た. アンケート調査では, 指導する介護支援専門員の立場から, 研修会ではどのような知識と技
術を習得して欲しいと考えているかなどについて尋ねた.
参加者 38 名のうち全ての項目に回答のあった 34 名 (有効回答率 89.4％) を対象とした.
表 6は回答者の基本属性・特性である. 回答者の性別は男性が 8.8％, 女性が 91.2％であった.
年齢では, 40 代が最も多く 44.1％を占めた. また保有する資格 (複数回答) では, 保健・看護
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表 5 研修参加満足度と研修効果評価項目の相関
満 足 度 状 況
相関係数 有意確立 N
保健・医療・福祉面など多面的にアセスメントする方法 0.314** 0.000 134
情報収集方法の多様性 0.332** 0.000 134
収集した情報を系統的に整理する方法 0.174* 0.045 134
ニーズの優先度の見定め方 0.258** 0.003 134
社会資源や制度を熟知し活用する方法 0.234** 0.007 134
ケアカンファレンスの進行・運営方法 0.282** 0.001 134
支援チーム各員の役割分担・責任を明確にする方法 0.345** 0.000 134
利用者と家族間等のコミュニケーション促進方法 0.271** 0.002 134
支援チーム間の連携､ ネットワーク形成方法 0.082 0.347 134
利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法 0.348** 0.000 134
の事例検討会研修会の参加は満足できましたか 1.000 134







30 代 6 17.6％
40 代 15 44.1％
50 代 12 35.3％





月 1回以上 8 23.5％
年 6～11 回 20 58.8％
年 1～5回 6 17.6％
合 計 34 100.0％
職が 55.9％, 福祉・介護職が 82.4％であった. 1 年間の研修参加状況は, 年 6～11 回以上参加が
58.8％を占めた.
3 年以上の実務経験のある介護支援専門員を対象にしたスーパーバイザー研修では, 研修効果
評価項目 10 項目から 『ケアマネジメントに必要と思う技術』 3 つを選択してもらった. (表 7)
その結果, ｢利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法｣ (N＝26) が最も多く, 次いで
｢具体的な支援チーム間の連携方法, ネットワーク形成方法｣ (N＝14), ｢社会資源や制度を熟知
する方法｣ (N＝13) の順であった. 少なかった項目は, ｢ケアカンファレンスの進行・運営方法｣
(N＝1) であった. また 10 項目以外に必要と思う技術は何か自由記述で尋ねたところ, ｢人間関
係を構築する技術｣ や ｢面接技術｣, ｢記録, 文章方法｣ などが必要な技術としてあげられた.
そして研修効果評価項目 10 項目から 『新人の介護支援専門員に教えにくい技術』 について, 3
つ選択してもらった. (表 8)
多い回答の項目は, ｢利用者と家族, 専門家間のコミニュケーションの促進方法｣ (N＝22),
｢利用者の意思を尊重したケマネジメントの方法｣ (N＝15), 収集した情報を系統的に整理する
方法｣ (N＝14) であった. 少ない項目は, ｢報収集方法の多様性｣ (N＝4) と ｢具体的な支援チー
ム間の連携, ネットワーク形成方法｣ (N＝4) であった. また, 10 項目以外に教えにくい技術
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表 7 ケアマネジメントに必要と思う技術 (上位 3つの値に＊印)








具体的な支援チーム間の連携方法, ネットワーク形成方法 14 *
ケアカンファレンスの進行・運営方法 1
利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法 26 *
表 8 介護支援専門員に教えにくい技術 (上位 3つの値に＊印)











は何か自由記述で尋ねたところ, ｢面接技術｣, ｢人間関係の構築｣, ｢コミュニケーションの方法｣
があげられた.
次に, 研修効果評価項目 10 項目から, 『介護支援専門員に身についている技術・身についてい
ない技術』 を各 3つ選択してもらった. 結果は, 全体的に 『身についていない技術』 が 『身につ
いている技術』 を上回った. 『身についている技術』 が 『身についていない技術』 を上回った項
目は, ｢10：利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法｣ (＋5) で, 次いで項目 6, 2, 3
であった. 逆に 『身についていない技術』 が 『身についている技術』 を上回った項目は, ｢7：利
用者と家族, 専門家間のコミュニケーションを促進する方法｣ (－13) で, 次いで項目 1, 5, 9




平成 15 年の同時期に実施された全国の調査15-17)によれば, 勤務従事年数が 4年以上の介護支援
専門員の割合は 4割程度であった. しかし本研究の対象となった介護支援専門員も勤務従事年数
4年以上の者が 4割～5 割を占めていたことから, やや経験年数が長い介護支援専門員からの回
答であったといえる.





者に ｢私の評価がわかる｣ という心理が影響し, 理解の程度を高めにつけていることが予測され
る.
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表 9 介護支援専門員に身についている技術・身についていない技術
研 修 効 果 評価 項 目 身についている 身についていない
1：保健・医療・福祉面など多面的にアセスメントすること 7 ＜ －5 12
2 ：情報収集の方法の多様性 7 ＞ ＋3 4
3 ：支援チーム各員の役割分担・責任を明確にする方法 7 ＞ ＋3 4
4 ：収集した情報を系統的に整理する方法 6 7
5 ：ニーズの優先度の見定め方 4 ＜ －5 9
6 ：社会資源や制度を熟知し活用する方法 8 ＞ ＋4 5
7 ：利用者と家族, 専門家間のコミュニケーション促進方法 2 ＜－13 15
8 ：具体的な支援チームの連携方法, ネットワーク形成方法 5 9
9 ：ケアカンファレスの進行・運営方法 3 ＜ －5 8




果を確認してきた. その結果, 3 つの知的理解の効果が確認された.
第 1 の効果として ｢情報収集の方法の多様性｣, 第 2 の効果として ｢保健・医療・福祉面など




適切なアセスメント, そして情報の持つ意味から整理が行わなければ, 適切な目標設定, ケア
計画 (プランニング) をたてることはできない. 経験の長い参加者には, アセスメントの重要性
を再確認することになり, 経験の少ない参加者にとっては, 対象の理解を深めるアセスメントへ
の気づきになったと考えられる. また研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲでは, ｢具体的な方法が理解できた｣ こと
が参加者の満足した理由として自由記述欄に多く記載されていた. 研修後の実践の場につながっ
ていくことが期待される.





そして, ｢利用者の意思を尊重したケアマネジメントの方法｣ は, 研修Ⅱ・Ⅲの 2つの調査結
果で効果が高く評価され, 研修に満足した要因としても高い相関関係を示した. 利用者らしさと
は, 利用者らしい生活とは何か, 利用者の想いは何であるかを追求する視点を, 事例を通して学
ぶことにより, さまざまな形の利用者の主体性尊重のあり方を具体的にイメージできたと推察さ
れる. 2003 年 『高齢者介護研究会の報告書』1) では, 高齢者の尊厳を支えるケアの確立が求めら
れおり, 指導する立場にいる介護支援専門員からは最も教えにくい技術として, この項目が捉え













では ｢参加して元気になった｣, ｢一人で頑張りすぎなくてもいいと安心した｣ という回答が多く
みられた. 他の調査17-19)から居宅介護支援事業所では, 1～2 名の介護支援専門員の勤務が約 5割








介護支援専門員が分からない, そして求めようとしている項目の中で, 次の 3つに関する効果
は少なかった. ①｢ケアカンファレンスの進行, 運営方法｣, ②｢社会資源や制度を熟知し活用す
る方法｣, ③｢利用者と家族, 専門家間のコミュニケーションを促進する方, 面接技術｣ である.
岩手県の調査17)でも従事年数にかかわらず希望割合の多い研修として, ②サービス担当者会議の
開催方法等や③面接技術が報告されている.
①｢ケアカンファレンスの進行, 運営方法｣ は, 岩手県の調査17)においても介護支援専門員の
業務負担が大きい業務として, ｢サービス担当者会議の開催 (51.7％)｣ が多くあげられていた.
介護支援専門員は, カンファレンスとは何を示すのか, その具体的な形態, 方法, 目的などが理













③｢利用者と家族, 専門家間のコミュニケーションを促進する方法, 面接技術｣ については,
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介護支援専門員が実践において意見調整や関係に介入していくことの難しさから, 研修の開催を




豊かな実践経験は, 質の高いケアマネジメントを行う重要な要因との報告21)があり, 今後は, スー










援専門員を対象としている. 介護保険は, 保険者の条件や格差の大きい制度である. そのため,
この研究の結果を容易に一般化することはできない. 調査で用いた評価は, 尺度間の信頼性や妥
当性が確認できておらず選択の基準に曖昧さが残る. また調査に記名式を用いたことから, 研修




第一に, 本調査の評価は, 介護支援専門員が回答した自己評価としてとらえたものである. 客
観的な評価として捉えたものではない. また今回の評価は, 断面調査にすぎず, 研修で得た知的
理解から実行につながっているのか時系列的に継続調査することが必要である. 例えばGoscha,
RJ ら20)は, 実務研修会を行って理解されたとしても実際に活動を実行するに至る率は, 複数の
実証的研究を総合すると 10～20％にすぎないとふれられており, 研修は必要であるが十分では
ないこと, スーパービジョンやフォローアップの必要性を強調している. このことから今後, 研
修会で理解できたことが, どの程度実施されるのか調査を行い, 実施を実現するための研修会の
あり方を検討する必要がある.
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